
第一四七回

参第五号

　　　介護保険法及び介護保険法施行法の一部を改正する法律（案）

　（介護保険法の一部改正）

第一条　介護保険法（平成九年法律第百二十三号）の一部を次のように改正する。

　　第五十条を次のように改める。

　　（居宅介護サービス費等の額の特例）

　第五十条　特定要介護被保険者が受ける次の各号に掲げる介護給付について当該各号に

定める規定を適用する場合においては、第四十一条第四項第一号及び第二号並びに第

四十二条第二項の規定中「額とする。）の百分の九十に相当する額」とあるのは「額

とする。）」と、第四十三条第一項及び第四項、第四十四条第三項及び第四項並びに

第四十五条第三項及び第四項の規定中「額の百分の九十に相当する額」とあるのは

「額」と、第四十三条第七項、第四十四条第八項及び第四十五条第八項の規定中「百

分の九十に相当する額」とあるのは「厚生省令で定めるところにより算定した額」と

する。

　　一　居宅介護サービス費の支給　第四十一条第四項第一号及び第二号並びに第四十三

条第一項、第四項及び第七項

　　二　特例居宅介護サービス費の支給　第四十二条第二項並びに第四十三条第一項、第

四項及び第七項

　　三　居宅介護福祉用具購入費の支給　第四十四条第三項、第四項及び第八項

　　四　居宅介護住宅改修費の支給　第四十五条第三項、第四項及び第八項

　２　特定要介護被保険者が受ける次の各号に掲げる介護給付について当該各号に定める

規定を適用する場合においては、第四十八条第二項第一号中「の百分の九十に相当す

る額」とあるのは「に、厚生大臣が定める特定要介護被保険者（第五十条第三項に規

定する特定要介護被保険者をいう。次条第二項において同じ。）の所得の区分ごとに

百分の九十以上百分の百以下の範囲内において厚生大臣が定める割合を乗じて得た

額」と、第四十九条第二項中「の百分の九十に相当する額」とあるのは「に、厚生大

臣が定める特定要介護被保険者の所得の区分ごとに百分の九十以上百分の百以下の範

囲内において厚生大臣が定める割合を乗じて得た額」とする。

　　一　施設介護サービス費の支給　第四十八条第二項第一号

　　二　特例施設介護サービス費の支給　第四十九条第二項

　３　前二項の特定要介護被保険者は、次の各号のいずれかに該当していることにつき、

厚生省令で定めるところにより市町村長の認定を受けている要介護被保険者とする。

　　一　当該介護給付に係る居宅サービス（これに相当するサービスを含む。次項におい

て同じ。）若しくは施設サービス、特定福祉用具の購入又は住宅改修に係る日とし

て厚生省令で定める日（以下この項において「基準日」という。）の属する年度



（当該基準日の属する月が四月又は五月の場合にあっては、前年度）分の地方税法

（昭和二十五年法律第二百二十六号）の規定による市町村民税（同法の規定による

特別区民税を含むものとし、同法第三百二十八条の規定によって課する所得割を除

く。以下この号及び第六十条第二項第一号において同じ。）が課されない者又は市

町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者（当該市町村民税

の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。同号において同

じ。）

　　二　基準日の属する月において、生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第六

条第二項に規定する要保護者である者であって厚生省令で定めるもの

　　三　基準日において、生活保護法第六条第一項に規定する被保護者である者

　４　市町村が、災害その他の厚生省令で定める特別の事情があることにより、居宅サー

ビス若しくは施設サービス、特定福祉用具の購入又は住宅改修に必要な費用を負担す

ることが困難であると認めた要介護被保険者が受ける第一項及び第二項の各号に掲げ

る介護給付について当該各号に定める規定を適用する場合（第一項の規定により読み

替えられた同項各号及び第二項の規定により読み替えられた同項各号に定める規定を

適用する場合は含まれないものとする。）においては、これらの規定中「百分の九

十」とあるのは、「百分の九十を超え百分の百以下の範囲内において市町村が定めた

割合」とする。

　５　前項に規定する要介護被保険者が受ける第二項各号に掲げる介護給付について同項

の規定により読み替えられた同項各号に定める規定を適用する場合においては、これ

らの規定中「厚生大臣が定める割合」とあるのは、「厚生大臣が定める割合を超え百

分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。

　　第六十条を次のように改める。

　　（居宅支援サービス費等の額の特例）

　第六十条　特定居宅要支援被保険者が受ける次の各号に掲げる予防給付について当該各

号に定める規定を適用する場合においては、第五十三条第二項第一号及び第二号並び

に第五十四条第二項の規定中「額とする。）の百分の九十に相当する額」とあるのは

「額とする。）」と、第五十五条第一項及び第四項、第五十六条第三項及び第四項並

びに第五十七条第三項及び第四項の規定中「額の百分の九十に相当する額」とあるの

は「額」と、第五十五条第七項、第五十六条第八項及び第五十七条第八項の規定中

「百分の九十に相当する額」とあるのは「厚生省令で定めるところにより算定した

額」とする。

　　一　居宅支援サービス費の支給　第五十三条第二項第一号及び第二号並びに第五十五

条第一項、第四項及び第七項

　　二　特例居宅支援サービス費の支給　第五十四条第二項並びに第五十五条第一項、第

四項及び第七項



　　三　居宅支援福祉用具購入費の支給　第五十六条第三項、第四項及び第八項

　　四　居宅支援住宅改修費の支給　第五十七条第三項、第四項及び第八項

　２　前項の特定居宅要支援被保険者は、次の各号のいずれかに該当していることにつ

き、厚生省令で定めるところにより市町村長の認定を受けている居宅要支援被保険者

とする。

　　一　当該予防給付に係る居宅サービス（これに相当するサービスを含む。次項におい

て同じ。）、特定福祉用具の購入又は住宅改修に係る日として厚生省令で定める日

（以下この項において「基準日」という。）の属する年度（当該基準日の属する月

が四月又は五月の場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税

が課されない者又は市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除され

た者

　　二　基準日の属する月において、生活保護法第六条第二項に規定する要保護者である

者であって厚生省令で定めるもの

　　三　基準日において、生活保護法第六条第一項に規定する被保護者である者

　３　市町村が、災害その他の厚生省令で定める特別の事情があることにより、居宅サー

ビス、特定福祉用具の購入又は住宅改修に必要な費用を負担することが困難であると

認めた居宅要支援被保険者が受ける第一項各号に掲げる予防給付について当該各号に

定める規定を適用する場合（第一項の規定により読み替えられた同項各号に定める規

定を適用する場合は含まれないものとする。）においては、これらの規定中「百分の

九十」とあるのは、「百分の九十を超え百分の百以下の範囲内において市町村が定め

た割合」とする。

　　第六十八条第一項中「（昭和二十五年法律第二百二十六号）」を削る。

　　第百二十一条第一項中「費用の額」の下に「（第三項に定めるものを除く。第百四十

八条第二項を除き、以下同じ。）」を加え、「百分の二十」を「百分の四十五」に改め

る。

　　第百二十一条に次の一項を加える。

　３　国は、第一項に規定するもののほか、政令で定めるところにより、第五十条第一項

及び第二項並びに第六十条第一項の規定による措置に要する費用の額を負担する。

　　第百二十五条第二項中「二分の一」を「四分の一」に改める。

　　第百四十七条第二項第二号中「予防給付に要した費用の額」の下に「（第五十条第一

項及び第二項並びに第六十条第一項の規定による措置に要した費用の額を除く。以下こ

の条において同じ。）」を加える。

　　第百四十八条第二項中「第百二十一条第一項」の下に「及び第三項」を加え、「及び

第百二十五条第一項」を「並びに第百二十五条第一項」に改める。

　　附則第三条を削る。

　　附則第二条の前の見出しを削り、同条を附則第三条とし、附則第一条の次に次の見出



し及び一条を加える。

　　（検討）

　第二条　保険料及び納付金の納付に充てるため医療保険各法の規定により徴収する保険

料（地方税法の規定により徴収する国民健康保険税を含む。）又は掛金に関する低所

得者の負担の在り方並びにこれと関連を有する財政安定化基金等の制度について、こ

の法律の施行後速やかに検討が加えられ、その結果に基づき、必要な措置が講ぜられ

るべきものとする。

　（介護保険法施行法の一部改正）

第二条　介護保険法施行法（平成九年法律第百二十四号）の一部を次のように改正する。

　　第十三条第四項中「第四十八条第二項」の下に「（同法第五十条第二項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。

　　第二十条のうち老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第二十八条の改正規定

中「に改める」を「に改め、「応じて」の下に「（第十条の四第一項各号又は第十一条

第一項第二号の措置にあつては、これらに相当する介護保険法の規定による居宅サービ

ス又は施設サービスに係る保険給付が行われる場合の当該介護保険の被保険者の負担の

程度を勘案しつつ、その負担能力に応じて）」を加える」に改める。

　　第二十六条に次の一項を加える。

　３　次の各号のいずれかに該当していることにつき厚生省令で定めるところにより市町

村長の認定を受けている老人医療受給対象者が第一項の規定により医療費の支給を受

ける場合における前項の規定の適用については、同項中「の百分の九十に相当する額

及び同項第二号」とあるのは、「に厚生大臣が定める次項に規定する老人医療受給対

象者の所得の区分ごとに百分の九十以上百分の百以下の範囲内において厚生大臣が定

める割合を乗じて得た額及び同法第四十八条第二項第二号」とする。

　　一　当該施設療養に相当するサービスを受ける日の属する年度（当該施設療養に相当

するサービスを受ける日の属する月が四月又は五月の場合にあっては、前年度）分

の地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）の規定による市町村民税（同法の

規定による特別区民税を含むものとし、同法第三百二十八条の規定によって課する

所得割を除く。以下この号において同じ。）が課されない者又は市町村の条例で定

めるところにより当該市町村民税を免除された者（当該市町村民税の賦課期日にお

いて同法の施行地に住所を有しない者を除く。）

　　二　当該施設療養に相当するサービスを受ける日の属する月において、生活保護法

（昭和二十五年法律第百四十四号）第六条第二項に規定する要保護者である者であ

って厚生省令で定めるもの

　　第三十七条中「（昭和二十五年法律第二百二十六号）」を削る。

　　第五十四条中「（昭和二十五年法律第百四十四号）」を削る。

　　第八十条及び第八十八条第一項中「同条第二項」を「同条第二項（同条第三項の規定



により読み替えて適用される場合を含む。）」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この法律は、公布の日から施行する。

　（中央省庁等改革関係法施行法の一部改正）

２　中央省庁等改革関係法施行法（平成十一年法律第百六十号）の一部を次のように改正

する。

　　第七百六十二条のうち介護保険法本則（第八条、第二十七条第十六項、第三十二条第

十項、第四十三条第六項、第四十四条第七項、第四十五条第七項、第五十五条第六項、

第五十六条第七項、第五十七条第七項、第七十四条第三項、第八十一条第三項、第八十

八条第三項、第九十七条第四項及び第百十条第三項を除く。）の改正規定中「第四十五

条第七項」の下に、「、第五十条第一項」を、「第五十七条第七項」の下に「、第六十

条第一項」を加える。

　　第七百六十二条中介護保険法第四十五条の改正規定の次に次の改正規定を加える。

　　　第五十条第一項中「第四十三条第七項」を「第四十三条第六項」に、「第四十四条

第八項」を「第四十四条第七項」に、「第四十五条第八項」を「第四十五条第七項」

に、「厚生省令」を「厚生労働省令」に改め、同項第一号及び第二号中「第七項」を

「第六項」に改め、同項第三号及び第四号中「第八項」を「第七項」に改める。

　第七百六十二条中介護保険法第五十七条の改正規定の次に次の改正規定を加える。

　　第六十条第一項中「第五十五条第七項」を「第五十五条第六項」に、「第五十六条第

八項」を「第五十六条第七項」に、「第五十七条第八項」を「第五十七条第七項」に、

「厚生省令」を「厚生労働省令」に改め、同項第一号及び第二号中「第七項」を「第六

項」に改め、同項第三号及び第四号中「第八項」を「第七項」に改める。

　第七百六十三条のうち介護保険法施行法第二十六条の改正規定中「同条第二項」を「同

条第二項及び第三項」に改める。



　　　　　理　由

　住民税非課税者等の低所得者である介護保険の被保険者の生活の状況等にかんがみ、居

宅介護サービス費等の額及び居宅支援サービス費等の額について低所得者に関する特例措

置を講じ、及びこの措置に要する費用を国が負担することとし、併せて介護給付又は予防

給付に要する費用についての国の負担の割合を引き上げる必要がある。これが、この法律

案を提出する理由である。



　　　この法律の施行に伴い必要となる経費

　この法律の施行に伴い必要となる経費は、初年度約七千億円の見込みである。


